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 1.  １３年３月期の連結業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

  (1) 連結経営成績 
(注)本決算短信（連結）（添付資料を含む）中の百万円単位の表示金額は、百万円未満を切捨てています。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 
 １３年３月期 

 １２年３月期 

        百万円    ％ 
    ４８3,９５６     30.2 

    ３７1,８００      21.6 

       百万円    ％ 
    ６1,４２２    233.2 

    １8,４３４     － 

       百万円       ％ 
    ４3,３２１    282.8 

    １1,３１８     － 
 

 当期純利益  １株当たり 
当期純利益 

 潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 株 主 資 本       
 当期純利益率 

 総 資 本 
 経常利益率 

 売 上 高 
 経常利益率 

 

 
 １３年３月期 

 １２年３月期 

      百万円   ％ 
   ２0,９１０    169.1 

    7,７７０    － 

    円 銭 
  56 53 

   21 01 

    円  銭 
     － 

     － 

      ％ 
   １1.９ 

    4.７ 

     ％ 
   7.９ 

   2.３ 

     ％ 
   9.０ 

   3.０ 

   （注）① 持分法投資損益     １３年３月期   ３９百万円   １２年３月期  １７３百万円 

      ② 期中平均株式数（連結） １３年３月期  369,924,491株   １２年３月期   369,918,890株 

      ③ 会計処理の方法の変更  有 

      ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

  (2)  連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本  

 
 １３年３月期 

 １２年３月期 

             百万円 
    ５９3,４５３ 

    ５０2,１７４ 

        百万円 
    １８6,１１８ 

    １６6,４９４ 

        ％ 
     ３1.４ 

     ３3.２ 

        円  銭 
    ５０３ １２ 

    ４５０ ０８ 

   （注）期末発行済株式数（連結）  １３年３月期   369,926,952株   １２年３月期   369,920,926株 

 

  (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

   営業活動による          
  キャッシュ・フロー 

  投資活動による          
  キャッシュ・フロー 

  財務活動による          
  キャッシュ・フロー 

  現金及び現金同等物 
  期 末 残 高 

 

 
 １３年３月期 

 １２年３月期 

           百万円 
    ３4,９２４ 

    ３7,４８３ 

           百万円 
   △１5,６９３ 

    △4,４２６ 

        百万円 
    △２0,６３４ 

    △２2,８０８ 

        百万円 
     ３3,７３２ 

     ３2,５７３ 

 

  (4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

     連結子会社数 ４１社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 １社 
 
  (5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

     連 結 （新規）９社  （除外）１社      持分法 （新規）－社  （除外）３社 

 

 2.  １４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

      売  上  高      経 常 利 益      当 期 純 利 益         

 
   中間期 
   通 期 

            百万円 
     ２５0,０００ 
     ５１0,０００ 

          百万円 
     １5,０００ 
     ３0,０００ 

          百万円 
      3,０００ 
     １0,０００ 

   （参考）１株当たり予想当期純利益 （通期）２７円０３銭 
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1. 企業集団の状況 
 

   当グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（㈱ニコン）及び子会社６１社並びに関連会社１０社で 

  構成され、精機事業、映像事業、インストルメンツ事業、その他事業の製造販売を主な業務としている他、 

  これらに付帯するサービス業務等を行っております。 

   事業の系統図は次のとおりであります。 

 
 
              （国内生産会社）                                （アジア生産会社） 
 

   子会社 
     ※ ㈱ 栃 木 ニ コ ン         
     ※ ㈱ 仙 台 ニ コ ン         
     *  ㈱ 水 戸 ニ コ ン         
     *  ㈱ 蔵 王 ニ コ ン         
    ***  ㈱ 黒 羽 ニ コ ン         
    ****  ㈱ 相 模 オ プ ト         
    ****  世 田 谷 工 業 ㈱         
    ****  ㈱ニコンエンジニアリング 他２社 
 
  関連会社 ３社 

   子会社 
 
  ** Nikon(Thailand)Co.,Ltd. 
                他１社 
 
  関連会社 ２社 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
     精 機 事 業       

      〔  ㈱  ニ  コ  ン  〕 
 
    映 像 事 業                インストルメンツ事業 

 
 
     そ の 他 事 業        

 

     
 
 
 
 
 
  （国内販売・サービス会社）    （北米販売・サービス会社）     （欧州販売・サービス会社）    （アジア販売・サービス会社） 
 

   子会社 
 **  Nikon Inc. 
 ***  Nikon Instruments Inc. 
 **** Nikon Eyewear Inc. 
 **   Nikon Canada Inc. 
 *    Nikon Precision Inc. 
 *    Nikon Ventures Corporation 
 
             他１社 

   子会社 
 ※ Nikon Europe B.V. 
 ※ Nikon AG 
 ※ Nikon GmbH 
 ※ Nikon France S.A. 
 ※ Nikon U.K. Ltd. 
 ***Nikon Instruments S.p.A. 
 *  Nikon Precision Europe GmbH 
 ** Nikon Svenska AB 
            他３社 

   子会社 
 ** Nikon Hong Kong Ltd. 
 ** Nikon Singapore Pte Ltd 
 *  Nikon Precision Korea Ltd. 
 *  Nikon Precision Taiwan Ltd. 
*  Nikon Precision Singapore 

            Pte Ltd 
 

他３社 

    子会社 
 **  ニコンカメラ販売㈱ 
 ***  ㈱ニコンインステック 
 ***  ㈱コーガク 
 **** ㈱ニコンジオテックス 
 **** ㈱ニコンアイウェア 
 *     ㈱ニコンテック 
           他３社 
 
 関連会社 
 **** ㈱ニコン・エシロール 
           他３社  

 
 
 
 
      （ そ の 他 ）       

                                （海外持株会社）          

 

 
  子会社 
 **** Nikon Americas Inc. 
 **** Nikon Holdings Europe B.V. 

 
 

顧 客 

 

   子会社 
 **** ㈱ニコンシステム 
 **** ㈱ニコン・セールスプロモーション 
 **** ㈱ニコンライフ 
 **** ㈱ニコンロジスティクス 
 **** ㈱ニコンオプティカル 
                他７社 
  関連会社 １社 

 

 
 
 
    *     精機事業を営む会社                                    凡例 

    **   映像事業を営む会社                                        製品・外注加工の流れ 

    ***  インストルメンツ事業を営む会社                                  製造用部品の流れ 

    **** その他事業を営む会社                                       製品の流れ 

    ※  複数事業を営む会社 
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２. 経 営 方 針 
 
経営の基本方針 

事業活動における最上位指針として策定した「ビジョン Ｎikon２１」において掲げる「信頼」

と「創造」という企業理念に基づいて、次の企業目標を定めて実現に努めていきます。 

・ 優れた技術力を背景に、商品を通じて最高の品質、最新のサービスを世界に提供し、そのこ

とにより世界の人々の暮らしと文化に貢献することをめざします。 

・ 選択と集中により、経営資源を強みが発揮できる成長分野に配分し、各事業で№１をめざし

ます。 

・ 世界各地に広がるグループ各社が連携しながら、それぞれに成長、進化、繁栄する強固な経

営体質を実現していきます。 

・ 経営環境の変化に俊敏に対応するアジル経営（俊敏な経営）をめざします。 

・ お客様、株主、社員、事業パートナー、社会の信頼を得られる誠実で透明性の高い経営をめ

ざします。 

利益配分に関する基本方針 

株主への安定的な配当の継続とともに、長期的な視点における経営基盤の強化及び研究開発や

設備などへの事業投資も勘案して、利益配分を実施していきます。 

中長期的な会社の経営戦略 

平成１６年３月期を最終年度とする「３年計画」における基本方針は次のとおりです。 

・ 新規事業について  

ＣＭＰ事業のほか、ナノテクノロジーをベースにした光通信関連部品事業、ライフサイエ

ンス関連事業などへの参入を図ります。また、既存事業においても、アフターセールスビ

ジネスやｅ－ビジネスなどの新たな事業展開を図ります。 

・ 研究開発について  

当グループの中核技術である光利用技術と精密技術の強化を図るとともに、各事業分野で

の次世代製品の開発や、要素技術・生産技術の開発に積極的に取り組みます。また、当グ

ループと異なるコアコンピタンスを持つ企業との提携や M＆Ａも積極的に行います。 

・ 投資計画について  

次世代露光技術への研究開発、映像関連の生産能力増強への投資を中心に実施します。 

・ ＩＴ活用について 

連結経営を支える経営情報システムの整備など、事業運営を効率よくスピーディに進める

ためにＩＴを活用したビジネスモデル改革に取り組みます。 

・ 財務戦略について  

欧米の持株会社への金融機能集約などにより、有利子負債の圧縮、資産運用の効率化、金

融費用の削減を図り財務体質の強化に取り組みます。 

会社の経営管理組織の整備等  

グループ全体を視野に入れた連結事業一貫体制を推進し、グローバルな経営環境変化への対応

力を強化するために、カンパニー制に基づいた連結業績管理制度（連結予算）及び連結業績評価

制度の導入を図りました。 

なお、当社ではさらなる意思決定・業務執行の迅速化、カンパニー制による事業一貫運営の徹

底を図るために、執行役員制度を平成１３年６月末より導入いたします。 
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３. 経 営 成 績 

１. 当期の概況 

当期における経済環境は、米国経済は、株価下落を受けた個人消費の低下と生産・在庫調

整により、急激に減速に向かい、堅調だった欧州経済も、金利の引き上げや原油高などによ

り、期後半には緩やかな減退感があらわれました。また、輸出主導による回復を続けていた

アジア経済も、輸出環境の変化により鈍化の兆しを示しました。 

わが国経済は、個人消費が力強さを欠く中、民間設備投資に支えられて緩やかながら回復

基調にありましたが、期末にかけて、輸出の減少により生産活動が鈍化し、民間設備投資の

先行きにも不透明感が生ずるなど、景気の停滞色が強まりました。 

当グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の事業分野に関しては、精機事業及

びインストルメンツ事業関連は、半導体関連機器市場の拡大による需要増により、総じて好

調に推移しました。また、映像事業関連では、デジタルカメラ市場が引き続き拡大しました。 

このような状況の下で、当グループは、グループ内各カンパニー毎の連結経営体制の構築

に努めるとともに、欧米地域において経営強化及び資産の効率的運用を図るため、持株会社

を設立いたしました。また、成長性の高い事業分野における研究開発及び設備投資を重点的

に行いました。さらに、お客様からの受注活動を通じて、当グループが持つコア技術を基盤

とした新技術、新事業を探索・育成するため、カスタムプロダクツ事業部を新設いたしまし

た。これらの結果、売上高は、４,８３９億５６百万円（前期比３０.２％増）、経常利益は 

４３３億２１百万円（前期比２８２.８％増）、当期純利益は２０９億１０百万円（前期比 

１６９.１％増）と、いずれも過去最高を更新しました。 

当期より、カンパニー制に即した表示とするため、事業区分を、従来の消費者用精密機器及び産業用精

密機器の２部門から、精機、映像及びインストルメンツの各カンパニーを主体とした４部門に変更してお

ります。 

 

精機事業部門 

当部門の市況は、期末に向けて、パソコンや携帯電話の成長鈍化により半導体市況の悪

化が見られましたが、半導体需要拡大を見込んだ半導体メーカー各社の設備投資は国内外

ともに高い水準で推移しました。このような状況下、縮小投影型露光装置（ステッパー）

分野では、主として最先端の DRAM、マイクロプロセッサーなどの生産用としてエキシマス

テッパー、また、主としてフラッシュメモリーなどの生産用にはｉ線ステッパーの拡販に、
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それぞれ努めました。また、線幅０.１５マイクロメートル以下の最先端デバイスの量産

を可能としたエキシマステッパー「NSR-S205C」を開発し、販売を開始しました。さらに、

熊谷製作所をはじめとする各生産拠点の拡充・整備により、生産能力を増強するとともに、

東南アジア地区のサービスと販売支援を行う拠点として、シンガポールに現地法人を設立

するなど、各種施策を実施し、売上げは前期の実績を大きく上回りました。液晶用露光装

置分野では、液晶ディスプレイの用途の拡大やガラス基板サイズの大型化により、液晶パ

ネルメーカーの設備投資が活発に行われました。当グループは、生産能力の増強によりお

客様のご要望にお応えし、また、新開発の投影光学系の搭載と走査露光により露光範囲の

拡大とスループットの向上を両立させた、液晶ディスプレイ用露光装置の新製品「FX-21S」

が順調に推移し、売上げは大幅増となりました。 

この結果、当部門の売上高は２,３４８億７百万円（前期比３６.３％増）、営業利益は 

４４４億８６百万円（前期比３８６.３％増）となりました。 

映像事業部門 

当部門の市況は、銀塩カメラ市場が一眼レフカメラ、レンズシャッターカメラ、交換レ

ンズいずれも縮小する一方、デジタルカメラ市場は急激な拡大を持続しました。このよう

な状況下、一眼レフカメラでは、高性能と手軽さを両立させた新製品「ニコン Ｆ８０

(N80)」シリーズが国内外において順調に推移するとともに、下半期に発売した普及価格

帯モデル「ニコンＵ(F65/N65)」も好評を博すなど、売上げは前年の実績を上回りました。

交換レンズは、一眼レフカメラの販売増に伴い、ズームレンズを中心として売上げを伸ば

しました。レンズシャッターカメラは、「ライトタッチズーム 120 ED QD」をはじめとし

た新製品の投入により、売上増となりました。また、「ニコン S3 2000 年記念モデル」も

予想を超えるご注文をいただきました。デジタルカメラでは、新製品「ＣＯＯＬＰＩＸ990」、  

「ＣＯＯＬＰＩＸ880」が、それぞれ国内外において好調に推移し、大幅に売上げを伸ば

しました。 

さらに、写真展示、製品紹介、アフターサービスの総合拠点として「ニコンプラザ新宿」

を開設するとともに、アジア市場における事業拡大のため、マレーシアに販売・サービス

拠点として現地法人を設立しました。また、海外生産拠点の拡充・整備にも積極的に取り

組んだ結果、当部門の売上高は、１,８０１億１１百万円（前期比３１.２％増）、営業利

益は１０５億３百万円（前期比３５.６％増）となりました。 
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インストルメンツ事業部門 

当部門の市況は、顕微鏡市場は若干拡大し、半導体、電子部品関連市場も伸長しました。

このような状況下、生物顕微鏡は、1,200 万画素相当の超高精細な画像が得られる新製品

「顕微鏡用デジタルカメラ DXM1200」が好評を博すなど、売上増となりました。工業用顕

微鏡は、ＬＳＩ検査顕微鏡や実体顕微鏡が順調に推移し、売上げを伸ばしました。測定機

では、好調な電子部品市況に支えられて測定顕微鏡、ＣＮＣ画像測定システムともに販売

増となり、売上げは増加しました。半導体検査機器は、ウェハ外観検査装置が国内外の市

場で大幅に伸びたことに加え、重ね合わせ測定機も国内での本格的拡販が功を奏し、前期

の実績を大幅に上回りました。 

さらに、米国において現地法人のインストルメンツ部門を分社化するなど、販売・サー

ビス体制を再編するとともに、生産体制の強化にも努めた結果、当部門の売上高は５９０

億８百万円（前期比１５.９％増）、営業利益は５１億９０百万円（前期比５３５.０％増）

となりました。 

その他事業部門 

望遠鏡は、折りたたみ式のコンパクト双眼鏡「スポーツスターⅢ」シリーズを発売する

など拡販に努め、米国市場において順調に推移し、売上げは前期の実績を上回りました。

また、カスタムプロダクツ事業では、新しい宇宙衛星のための光学系を受注するとともに、

新事業分野では、スタンパー（光ディスク用精密金型）事業が売上げを伸ばしました。 

一方、測量機は、生産・販売機能を子会社に集結するとともに、販売促進策を展開しま

したが、価格競争に伴う販売単価低下により伸び悩みました。 

眼鏡につきましても、消費低迷に加え製品の低価格化により、厳しい状況が続きました。 

この結果、当部門の売上高は、４３６億１０百万円（前期比３９.６％増）、営業利益は

１７億２８百万円（前期比９８.０％増）となりました。 

なお、望遠鏡事業につきましては、事業の採算責任を明確にするとともに、顧客ニーズ

に迅速・柔軟に対応できる体制とするため「株式会社ニコンビジョン」を設立し、分社化

することを決定いたしました。 

 

２. 次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、米国経済は停滞感を強めており、欧州及びアジア経済も米

国経済の急減速の影響により成長鈍化は避けられないと思われます。また、わが国経済も、
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個人消費の低迷、海外需要の減少傾向の持続、民間設備投資の鈍化などにより、景気の先行

きに不透明感が増しており、日米欧の世界同時景気停滞の懸念さえ生じつつあります。さら

には、半導体市況の動向も憂慮されるなど、当グループを取り巻く経営環境は大変厳しい状

況に転じております。 

当グループの事業分野に関しましては、映像事業関連では、デジタルカメラ市場は拡大の

持続が見込まれるものの、銀塩カメラ市場の動向が懸念され、また、精機事業及びインスト

ルメンツ事業関連も、半導体メーカー各社における設備投資の減少が危惧されます。 

このような状況下において、当グループといたしましては、グローバルな視野に立った連

結経営体制の定着及び仕上げに向けて、事業の選択と集中による経営資源の重点的配分を一

層徹底してまいります。また、ＩＴ（情報技術）を活用した事業プロセスの改革を通じての

意思決定のスピードアップ、リードタイムの短縮を図るとともに、成長市場における魅力あ

る新製品の投入を進めてまいります。さらに、コストダウン、経費削減、在庫圧縮などによ

る収益力、キャッシュ・フローの改善にも努めることにより、経営環境の変化に素早く対応

できる強靭なグループ基盤の確立に取り組んでまいる所存であります。 

なお、さらなる意思決定・業務執行の迅速化、カンパニー制による事業一貫運営の徹底を

図るため、執行役員制度を平成１３年６月末より導入することといたしました。 
 

現時点での平成１４年３月期の業績見通しは、以下のとおりです。 

(1) 連結業績見通し 

売 上 高 ５,１００億円 （前期比  ５.４％増） 

経 常 利 益 ３００億円 （前期比３０.７％減） 

当 期 純 利 益 １００億円 （前期比５２.２％減） 

(2) 単独業績見通し 

売 上 高 ３,９００億円 （前期比  ０.３％減） 

経 常 利 益 １６０億円 （前期比５１.３％減） 

当 期 純 利 益 ６０億円 （前期比４９.２％減） 

なお、次期の為替レートにつき、１米ドル１１５円、１ユーロ１０５円を前提としています。 
 

配当金につきましては、１株につき８円（うち中間期での配当金４円）を予定しておりま

す。 
 

※ 上記の見通し及び将来についての事項は、顧客の設備投資の動向、為替相場の動向など、様々な要因

の変化により、変動する場合があります。 
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               ４. 連結財務諸表等 

 
 
（１） 連結貸借対照表 

                                              （単位：百万円） 
 

   当連結会計年度         
 （平成13年３月31日現在） 

   前連結会計年度         
 （平成12年３月31日現在） 

          期  別 
 
 
  科  目    金   額  構成比    金   額  構成比 

 
  増   減 
 
 （△印は減少） 

 

 

 

  ４１5,９０２ 

   ％ 

 

 

  70.1 

 

 

 

  ３３2,３０４ 

   ％ 

 

 

  66.2 

 

 

 

  ８3,５９７ 

   ３4,２９３ 

  １４1,３４９ 

  １９9,７９７ 

   ２6,６９３ 

   １6,３９１ 

   △2,６２３ 

 

 

  １７7,５５１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  29.9 

   ２3,８１６ 

  １２2,９６４ 

  １５3,８４７ 

   １2,５２１ 

   ２1,２７２ 

   △2,１１６ 

 

 

  １６2,７６２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  32.4 

  １0,４７７ 

  １8,３８５ 

  ４5,９５０ 

  １4,１７１ 

  △4,８８０ 

   △５０７ 

 

 

  １4,７８８ 

   ９8,２３５    ８9,４２４    8,８１０ 

   ３6,８３０ 

   ２4,７２８ 

   １5,８６６ 

   １1,５１７ 

    9,２９２ 

 

    8,１５３ 

   ３6,１１６ 

   ２3,９１３ 

   １3,７３６ 

    6,２４２ 

    9,４１６ 

 

    7,４４８ 

    ７１３ 

    ８１４ 

   2,１３０ 

   5,２７５ 

   △１２３ 

 

    ７０４ 

    8,１５３ 

 

   ７1,１６１ 

    7,４４８ 

 

   ６5,８８９ 

    ７０４ 

 

   5,２７２ 

 

     〔 資 産 の 部 〕          

 

  流 動 資 産           

 

    現 金 及 び 預 金           

    受取手形及び売掛金           

    た な 卸 資 産           

    繰 延 税 金 資 産           

    そ の 他           

    貸 倒 引 当 金           

 

 

  固 定 資 産           

 

   有 形 固 定 資 産          

 

    建 物 及 び 構 築 物           

    機械装置及び運搬具           

    土 地           

    建 設 仮 勘 定           

    そ の 他           

 

   無 形 固 定 資 産          

 

    ソ フ ト ウ ェ ア 等           

 

   投資その他の資産          

 

    投 資 有 価 証 券           

    繰 延 税 金 資 産           

    そ の 他           

    貸 倒 引 当 金           

 

 

  為 替 換 算 調 整 勘 定           

   ５7,６１５ 

    5,３６９ 

    8,２６０ 

     △８３ 

 

 

       － 

  16.5 

 

 

 

 

 

 

 

   1.4 

 

 

 

  12.0 

 

 

 

 

 

 

 

  － 

   ５4,６６５ 

    4,１４０ 

    7,１３０ 

     △４７ 

 

 

    7,１０６ 

  17.8 

 

 

 

 

 

 

 

  1.5 

 

 

 

  13.1 

 

 

 

 

 

 

 

  1.4 

   2,９４９ 

   1,２２９ 

   1,１２９ 

    △３５ 

 

 

  △7,１０６ 

    資 産 合 計           ５９3,４５３  100.0   ５０2,１７４  100.0   ９1,２７８ 
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                                              （単位：百万円） 
 

   当連結会計年度         
 （平成13年３月31日現在） 

   前連結会計年度         
 （平成12年３月31日現在） 

          期  別 
 
 
  科  目    金   額  構成比    金   額  構成比 

 
  増   減 
 
 （△印は減少） 

 

 

 

  ３２3,４０３ 

   ％ 

 

 

  54.5 

 

 

 

  ２３8,２３６ 

   ％ 

 

 

  47.4 

 

 

 

  ８5,１６６ 

  １１4,８４３ 

   ５6,３４７ 

   ３2,０００ 

   ２0,０００ 

   ２2,０２２ 

   ３2,８５１ 

    6,０３４ 

   ３9,３０３ 

 

   ８3,７５５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  14.1 

   ８7,７８８ 

   ７6,９９６ 

   １4,０００ 

   １0,０００ 

    3,１７４ 

   ２6,７７４ 

    3,４１９ 

   １6,０８３ 

 

    ９7,４３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  19.4 

  ２7,０５５ 

 △２0,６４９ 

  １8,０００ 

  １0,０００ 

  １8,８４７ 

   6,０７７ 

   2,６１４ 

  ２3,２１９ 

 

 △１3,６７５ 

 

     〔 負 債 の 部 〕          

 

  流 動 負 債           

 

    支払手形及び買掛金           

    短 期 借 入 金           

    コマーシャルペーパー 

    一 年 内 償 還 社 債           

    未 払 法 人 税 等           

    未 払 費 用           

    製 品 保 証 引 当 金           

    そ の 他           

 

  固 定 負 債           

 

    社 債           

    長 期 借 入 金           

    退 職 給 与 引 当 金           

    退 職 給 付 引 当 金           

    そ の 他           

   ６0,０００ 

   １1,８０３ 

       － 

   １0,０２３ 

    1,９２８ 

    ８0,０００ 

   １5,７２７ 

    1,３４９ 

       － 

     ３５４ 

  △２0,０００ 

  △3,９２４ 

  △1,３４９ 

  １0,０２３ 

   1,５７３ 

    負 債 合 計           ４０7,１５８   68.6   ３３5,６６８   66.8   ７1,４９０ 

 

      〔少数株主持分〕          

 

  少 数 株 主 持 分           

 

 

 

     １７５ 

 

 

 

  0.0 

 

 

 

      １１ 

 

 

 

  0.0 

 

 

 

    １６４ 

 

      〔 資 本 の 部 〕          

 

  資 本 金           

  資 本 準 備 金           

  連 結 剰 余 金           

  その他有価証券評価差額金 

  為 替 換 算 調 整 勘 定           

 

  自 己 株 式           

 

 

 

   ３6,６６０ 

   ５1,９０９ 

   ９6,５６０ 

    4,７１５ 

   △3,７２６ 

 

      △０ 

  

 

 

   ３6,６６０ 

   ５1,９０９ 

   ７7,９４９ 

       － 

       － 

 

     △２５ 

  

 

 

      － 

      － 

  １8,６１０ 

   4,７１５ 

  △3,７２６ 

 

     ２４ 

    資 本 合 計           １８6,１１８   31.4   １６6,４９４   33.2   １9,６２４ 

負債、少数株主持分及び資本合計   ５９3,４５３  100.0   ５０2,１７４  100.0   ９1,２７８ 
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 （２） 連結損益計算書 

                                           （単位：百万円） 
 

   当連結会計年度 
   自  平 成 1 2 年 4 月  1 日         
   至  平 成 1 3 年 3 月 3 1 日         

   前連結会計年度 
   自  平 成 1 1 年 4 月  1 日         
   至  平 成 1 2 年 3 月 3 1 日         

 
            期   別 
 
   科   目 

  金   額  百分比   金   額  百分比 

 
 

増   減 
 
（△印は減少） 

 
  ４８3,９５６ 
  ３０1,７５８ 

   ％ 
 100.0 
  62.4 

 
  ３７1,８００ 
  ２４7,４７２ 

   ％ 
 100.0 
  66.6 

 
  １１2,１５５ 
   ５4,２８５ 

  １８2,１９８ 
 
  １２0,７７５ 

  37.6 
 
  24.9 

  １２4,３２８ 
 
  １０5,８９３ 

  33.4 
 
  28.5 

   ５7,８７０ 
 
   １4,８８１ 

   ６1,４２２ 
 
    6,３６２ 

   １8,４３４ 
 
    7,３２６ 

   ４2,９８８ 
 
    △９６４ 

     ８０８ 
     ６０４ 
     ９４７ 
      ３９ 
    3,９６２ 
 
   ２4,４６４ 

     ４５８ 
     ６０４ 
       － 
     １８９ 
    6,０７４ 
 
   １4,４４２ 

     ３５０ 
       ０ 
     ９４７ 
    △１５０ 
   △2,１１２ 
 
   １0,０２１ 

    4,３３０ 
    2,６４７ 
   １0,５０６ 
    2,６７３ 
     ４４３ 
    3,８６３ 

  12.7 
 
  1.3 
 
 
 
 
 
 
 
  5.0 

    5,２１５ 
    2,４６０ 
    2,５３３ 
    1,９６１ 
     ５３５ 
    1,７３６ 

  4.9 
 
  2.0 
 
 
 
 
 
 
 
  3.9 

    △８８４ 
     １８７ 
    7,９７２ 
     ７１１ 
     △９２ 
    2,１２７ 

   ４3,３２１ 
 
    6,２９９ 

   １1,３１８ 
 
    1,７８２ 

   ３2,００２ 
 
    4,５１６ 

    4,５７５ 
       － 
       － 
    1,７２４ 
 
   １9,７９２ 

     ７３５ 
      ４６ 
    1,０００ 
       － 
 
    1,６２１ 

    3,８３９ 
     △４６ 
   △1,０００ 
    1,７２４ 
 
   １8,１７０ 

    1,１２３ 
     １２７ 
    1,６６７ 
       － 
     ２６５ 
   １6,４５９ 
     １４９ 

  9.0 
 
  1.3 
 
 
 
 
 
 
  4.1 

     ８６１ 
     １４２ 
     ３１９ 
     ２９９ 
       － 
       － 
       － 

  3.0 
 
  0.5 
 
 
 
 
 
 
  0.4 

     ２６２ 
     △１５ 
    1,３４８ 
    △２９９ 
     ２６５ 
   １6,４５９ 
     １４９ 

   ２9,８２７ 
 
   ２6,９７８ 
  △１8,０７６ 
       １５ 

  6.2 
 
  5.6 
 △3.7 
  0.0 

   １1,４７８ 
 
    4,７３９ 
   △1,０３２ 
       ０ 

  3.1 
 
  1.3 
 △0.3 
  0.0 

   １8,３４８ 
 
   ２2,２３８ 
  △１7,０４４ 
      １４ 

 
   売     上     高 
   売   上   原   価 
 
         売 上 総 利 益          
 
   販売費及び一般管理費 
 
         営 業 利 益          
 
   営  業  外  収  益 
 
     受 取 利 息             
     受 取 配 当 金             
     金 利 ス ワ ッ プ 利 益             
     持分法による投資利益             
     そ の 他 の 営 業 外 収 益             
 
   営  業  外  費  用 
 
     支 払 利 息             
     た な 卸 資 産 評 価 減             
     たな卸資産解体処分損             
     現 金 支 払 割 戻 金             
     為 替 差 損             
     そ の 他 の 営 業 外 費 用             
 
         経 常 利 益          
 
   特   別   利   益 
 
     固 定 資 産 売 却 益             
     投 資 有 価 証 券 売 却 益             
     営 業 権 譲 渡 益             
     退 職 給 付 信 託 設 定 益             
 
   特   別   損   失 
 
     固 定 資 産 除 却 損             
     固 定 資 産 売 却 損             
     投 資 有 価 証 券 売 却 損             
     連結子会社株式売却損             
     投 資 有 価 証 券 評 価 損             
     退職給付引当金繰入額             
     そ の 他 の 特 別 損 失             
 
       税金等調整前当期純利益 
 
   法人税、住民税及び事業税              
   法 人 税 等 調 整 額              
   少 数 株 主 持 分 利 益              
 
         当 期 純 利 益             ２0,９１０   4.3     7,７７０   2.1    １3,１４０ 
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（３） 連結剰余金計算書 
                                          （単位：百万円） 

 

                  期   別 
 
   科   目 

当連結会計年度 
  自 平成12年4月 1日 
  至 平成13年3月31日 

前連結会計年度 
  自 平成11年4月 1日 
  至 平成12年3月31日 

  増   減 
 
 （△は減少） 

 

   ７7,９４９ 

 

   ７2,４２３ 

 

  5,５２５ 

     １３４       １９    １１４ 

     １３４ 

       － 

 

    2,４３４ 

       － 

      １９ 

 

    2,２６３ 

   １３４ 

   △１９ 

 

   １７０ 

    2,４０４ 

      ３０ 

       － 

   ２0,９１０ 

    2,０３４ 

       － 

     ２２９ 

    7,７７０ 

   ３６９ 

    ３０ 

  △２２９ 

 １3,１４０ 

 

 

  連 結 剰 余 金 期 首 残 高             

 

  連 結 剰 余 金 増 加 高             

 

    連結子会社増加に伴う剰余金の増加高 

    持分法適用会社増加に伴う剰余金の増加高 

 

  連 結 剰 余 金 減 少 高             

 

    配 当 金            

    役 員 賞 与            

    連結子会社増加に伴う剰余金の減少高 

  当 期 純 利 益             

 

  連 結 剰 余 金 期 末 残 高                ９6,５６０    ７7,９４９  １8,６１０ 
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 （４） 連結キャッシュ・フロー計算書 
                                              （単位：百万円） 
 

 
       科         目 

当連結会計年度 
  自 平成12年4月 1日 
  至 平成13年3月31日 

前連結会計年度 
  自 平成11年4月 1日 
  至 平成12年3月31日 

  増   減 
 
 （△印は減少） 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
    1. 税金等調整前当期純利益 
    2. 減価償却費 
    3. 貸倒引当金の増加額（△減少額） 
    4. 製品保証引当金の増加額 
    5. 退職給付引当金の増加額 
    6. 受取利息及び受取配当金 
    7. 持分法による投資利益 
    8. 支払利息 
    9. 固定資産売却益 
    10. 固定資産除却売却損 
    11. 投資有価証券売却損 
    12. 投資有価証券評価損 
    13. 売上債権の増加額 
    14. たな卸資産の増加額 
    15.  仕入債務の増加額 
    16. その他 
 
           小     計 
    17. 利息及び配当金の受取額 
    18. 利息の支払額 
    19. 法人税等の支払額 

 
    ２9,８２７ 
    １6,００７ 
      ３７６ 
     2,４２４ 
    １0,０２３ 
    △1,４１２ 
      △３９ 
     4,３３０ 
    △4,５７５ 
     1,２５０ 
     1,６６７ 
      ２６５ 
   △１2,６３２ 
   △４1,９４３ 
    ２2,５３４ 
    １9,０１８ 
 
    ４7,１２３ 
     1,３９９ 
    △5,００６ 
    △8,５９２ 

 
    １1,４７８ 
    １7,２５１ 
     △３５１ 
     1,５４２ 
        － 
    △1,０６２ 
     △１８９ 
     5,２１５ 
     △７３５ 
     1,００３ 
      ３１９ 
        － 
   △２7,３７２ 
    △7,３１０ 
    ３8,８７４ 
     5,４８６ 
 
    ４4,１４７ 
     1,１１７ 
    △5,２２０ 
    △2,５６１ 

 
  １8,３４８ 
  △1,２４３ 
    ７２８ 
    ８８２ 
  １0,０２３ 
   △３５０ 
    １５０ 
   △８８４ 
  △3,８３９ 
    ２４７ 
   1,３４８ 
    ２６５ 
  １4,７３９ 
 △３4,６３３ 
 △１6,３３９ 
  １3,５３２ 
 
   2,９７６ 
    ２８２ 
    ２１３ 
  △6,０３０ 

      営業活動によるキャッシュ・フロー 
 
 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
    1. 有形固形資産の取得による支出 
    2. 有形固形資産の売却による収入 
    3. 投資有価証券の取得による支出 
    4. 投資有価証券の売却による収入 
    5. 貸付金の減少額（△増加額)(純額） 
     6. その他 

    ３4,９２４ 
 
 
   △１8,１８３ 
     5,４５２ 
    △5,０８９ 
     2,２０３ 
     3,２４９ 
    △3,３２５ 

    ３7,４８３ 
 
 
   △１0,１０２ 
     2,２２２ 
    △5,６２９ 
     1,２８１ 
    △3,９６１ 
    １1,７６２ 

  △2,５５９ 
 
 
  △8,０８１ 
   3,２２９ 
    ５３９ 
    ９２１ 
   7,２１０ 
 △１5,０８７ 

      投資活動によるキャッシュ・フロー 
 
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
    1. 短期借入金の減少額（純額） 
    2. ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰの増加額（△減少額)(純額) 
    3. 長期借入れによる収入 
    4. 長期借入金の返済による支出 
    5. 社債の発行による収入 
    6. 社債の償還による支出 
    7. 配当金の支払額 
    8. その他 

   △１5,６９３ 
 
 
   △２0,９４３ 
    １8,０００ 
     1,３１６ 
    △6,６１７ 
        － 
   △１0,０００ 
    △2,３９１ 
        １ 

    △4,４２６ 
 
 
    △1,０３３ 
   △１8,０００ 
      ６２９ 
    △2,３４０ 
    １0,０００ 
   △１0,０００ 
    △2,０３６ 
      △２７ 

 △１1,２６７ 
 
 
 △１9,９１０ 
  ３6,０００ 
    ６８７ 
  △4,２７７ 
 △１0,０００ 
      － 
   △３５４ 
     ２９ 

   △２0,６３４ 
 
     1,４９４ 

   △２2,８０８ 
 
    △1,０８１ 

   2,１７４ 
 
   2,５７６ 

       ９２ 
    ３2,５７３ 
     1,０６６ 
 
        － 

     9,１６７ 
    ２3,４１９ 
       ３８ 
 
      △５２ 

  △9,０７５ 
   9,１５３ 
   1,０２７ 
 
     ５２ 

      財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 
 
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 
 Ⅶ 新規連結子会社に係る現金 
           及び現金同等物の増加額 
 Ⅷ 連結除外子会社に係る現金 
           及び現金同等物の減少額 
 
 Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高     ３3,７３２     ３2,５７３    1,１５８ 
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（５） 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

1. 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連 結 子 会 社 数 ： ４１社 

     主要会社名 ： (株)栃木ニコン、(株)水戸ニコン、(株)仙台ニコン、 

             ニコンカメラ販売(株)、(株)ニコンインステック、 

             Nikon Precision Inc.、Nikon Precision Europe GmbH、 

             Nikon Inc.、Nikon Europe B.V.、Nikon (Thailand) Co., Ltd. 他 

   非連結子会社数 ： ２０社（うち持分法適用会社数 ０社） 

     主要会社名 ： (株)京都コーガク、(株)ニコン技術工房 他 

   関 連 会 社 数 ： １０社（うち持分法適用会社数 １社） 

 

2. 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連 結 範 囲      ： 

    新 規 ９社 Nikon Holdings Europe B.V.、Nikon Instruments Inc.、 

           Nikon Eyewear Inc.、Nikon Precision Singapore Pte Ltd 

           （以上、新規設立） 

           (株)ニコンライフ、(株)ニコン・セールスプロモーション、 

            (株)ニコンロジスティクス、世田谷工業(株)、 

           (株)ニコンエンジニアリング（以上、重要性が増加したため） 

     除 外 １社 Nikon Microscope Sales Inc. （会社清算のため） 

   持分法適用会社 ： 

    新 規 該当事項はありません。 

    除 外 ３社 (株)ニコンライフ、(株)ニコン・セールスプロモーション、 

            (株)ニコンロジスティクス（以上、連結範囲に含めたため） 

 

3. 連結子会社の事業年度に関する事項 

   連結子会社の決算日は全て連結決算日と一致しております。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① たな卸資産 

       ・ 当社及び国内連結子会社     主として総平均法に基づく原価法により評価しており 

                   ます。 

       ・ 在外連結子会社            主として先入先出法に基づく低価法により評価してお 

                   ります。 
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  ② 有 価 証 券       

       ・ 満期保有目的の債券         償却原価法によっております。 

    ・ その他有価証券 

           時価のあるもの         決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっており 

                   ます。（評価差額は全部資本直入法により処理し、売 

                   却原価は主として移動平均法により算定しております。） 

           時価のないもの         主として移動平均法に基づく原価法によっております。 

     ③ デリバティブ                  原則として時価法によっております。 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

       ・ 当社及び国内連結子会社     建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外につ 

                   いては定率法を採用しております。 

       ・ 在外連結子会社            主として定額法を採用しております。 

     ② 無形固定資産                  定額法を採用しております。 

 (3) 引当金の計上基準 

  ① 貸 倒 引 当 金        

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

     懸念債権等の債権については個別に回収可能性を検討することにより、回収不能見込 

     額を計上しております。また、在外連結子会社は主として特定の債権について回収不 

     能見込額を計上しております。 

  ② 製品保証引当金 

     一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に対する修理費に充てるため、主として 

     売上高基準により計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

     当社及び主要な連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計 

     年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

     なお、会計基準変更時差異（２6,２０２百万円）については、当社保有株式による退 

     職給付信託（６,7１１百万円）に対応する分を一括費用処理し、その残額は、２年に 

     よる按分額を費用処理しております。 

 (4)  リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取 

    引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

     ① ヘッジ会計の方法              繰延ヘッジ処理によっております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

         ヘ ッ ジ 手 段             為替予約、通貨スワップ 

         ヘ ッ ジ 対 象             外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

  ③ ヘ ッ ジ 方 針 

     デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘ 

     ッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジして 

     おります。 

  ④ ヘッジ有効性の評価方法 

     ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動 

     の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価して 

     おります。 

 (6) 消費税等の処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   全面時価評価法によっております。 

 

6. 連結調整勘定の償却に関する事項 

   その金額が僅少なため、全額費用処理しております。 

 

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   「連結剰余金計算書」の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づ 

   いて作成しております。 

 

8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求 

   払預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取 

    得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い短期的な投資からなっております。 
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《追加情報》 

 ( 退職給付会計 ) 

   当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する 

   意見書」（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、 

   従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が１4,２３２百万円増加し、経常利益 

   は１,9２１百万円増加し、税金等調整前当期純利益は退職給付信託設定益（１,7２４百万 

   円）を含め１2,８８１百万円減少しております。 

   また、「退職給与引当金」は、退職給付引当金に含めて表示しております。 

   なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 ( 金融商品会計 ) 

   当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する 

   意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券及びデリバテ 

   ィブの評価の方法、輸出手形割引料等の会計処理について変更しております。この結果、 

   従来の方法によった場合と比較して、経常利益は３９９百万円増加し、税金等調整前当期 

   純利益は２４９百万円増加しております。 

 ( 外貨建取引等会計基準 ) 

   当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の 

   改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しておりま 

   す。この変更による損益への影響は軽微であります。 

   また、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財 

   務諸表規則の改正により、「資本の部」に含めて計上しております。 
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＜注記事項＞  

 

（ 連 結 貸 借 対 照 表 関 係 ）  

                          当連結会計年度   前連結会計年度 
                          (平成13年3月31日現在)    (平成12年3月31日現在)  

  1. 有形固定資産の減価償却累計額        167,108百万円    161,280百万円 

  2. 保 証 債 務             11,594百万円    13,315百万円 

  3. 手 形 割 引 高 

     ・ 受 取 手 形              5百万円        16百万円 

     ・ 輸 出 手 形           682百万円      909百万円 

 4. 担 保 資 産 

     ・ 売 掛 金         12,219百万円    11,212百万円 

     ・ 有 価 証 券            －百万円        9百万円 

     ・ 投 資 有 価 証 券          8,979百万円    10,584百万円 

 5. 連結会計年度末日満期手形の会計処理 

    連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって、決済処理して 

    おります。なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形 

    が期末残高に含まれております。 

     ・ 受 取 手 形              300百万円 

     ・ 支 払 手 形             148百万円 

 

（ 連 結 損 益 計 算 書 関 係 ）  

                         当連結会計年度   前連結会計年度 
                         自 平成12年4月 1日     自 平成11年4月 1日 
   研究開発費の総額             至 平成13年3月31日     至 平成12年3月31日  

     一般管理費に含まれる研究開発費     22,794百万円    17,797百万円 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                          当連結会計年度   前連結会計年度 
                          自 平成12年4月 1日     自 平成11年4月 1日 
                         至 平成13年3月31日     至 平成12年3月31日  

     現 金 及 び 預 金 勘 定         34,293百万円    23,816百万円 

     有 価 証 券 勘 定             1百万円    10,154百万円 

      預入期間が３ケ月を超える定期預金等   △ 562百万円   △ 1,397百万円 

     現 金 及 び 現 金 同 等 物         33,732百万円    32,573百万円 



【連結】 

－17－ 

① セグメント情報 
 
 
(1) 事業の種類別セグメント情報 
 
 当連結会計年度（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）                 （単位：百万円） 

 

  
精機事業 

 
映像事業 

インストルメンツ 

事  業 
その他 
事 業 

 
   計 

 消  去 
 又は全社 

 
  連 結 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 
 
    売   上   高 
 
     (1) 外部顧客に対する売上高 
 
     (2) セグメント間の内部売上高 
       又は振替高 

 
 
 
 
  230,565 
 
   4,242 

 
 
 
 
  176,219 
 
   3,891 

 
 
 
 
  57,792 
 
   1,215 

 
 
 
 
  19,379 
 
  24,230 

 
 
 
 
  483,956 
 
  33,581 

 
 
 
 
    － 
 
 (33,581) 

 
 
 
 
  483,956 
 
    － 

         計   234,807   180,111   59,008   43,610   517,537  (33,581)   483,956 

    営 業 費 用            190,320   169,608   53,817   41,881   455,628  (33,094)   422,533 

    営 業 利 益            44,486   10,503    5,190    1,728   61,909  (  486)   61,422 

 Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出        

    資       産   312,964   87,307   41,453   43,603   485,328   108,124   593,453 

    減 価 償 却 費   11,223    2,595    1,225      962   16,007     －   16,007 

 

    資 本 的 支 出   18,960    4,655    1,152    1,227   25,996     －   25,996 
 
 
 
 
  前連結会計年度（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）       （単位：百万円） 

 

 消費者用 
精密機器 

産 業 用     
精密機器 

 
   計 

 消  去 
 又は全社 

 
  連 結 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 
 
    売   上   高 
 
     (1) 外部顧客に対する売上高 
 
     (2) セグメント間の内部売上高 
       又は振替高 

 
 
 
 
  150,287 
 
    － 

 
 
 
 
  221,512 
 
    － 

 
 
 
 
  371,800 
 
    － 

 
 
 
 
    － 
 
 （ － ) 

 
 
 
 
  371,800 
 
    － 

          計   150,287   221,512   371,800  （ － )   371,800 

    営  業 費 用            141,375   211,990   353,366  （ － )   353,366 

    営  業 利 益             8,911    9,522   18,434  （ － )   18,434 

 Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      

    資       産   103,694   314,355   418,050   84,123   502,174 

    減 価 償 却 費     4,702   12,548   17,251     －   17,251 

 

    資 本 的 支 出    3,519   10,361   13,881     －   13,881 
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 （注） 1. (1) 事 業 区 分 の 方 法                製品の種類、販売市場の類似性等を考慮して行っております。 

     (2) 各事業区分の主要製品 

       当連結会計年度 

           精 機 事 業    縮小投影型露光装置、液晶用露光装置 等 

           映 像 事 業    カメラ、交換レンズ、デジタルカメラ 等 

           インストルメンツ事業    顕微鏡、測定機、半導体検査機器 等 

           そ の 他 事 業    望遠鏡、眼鏡、測量機 等 

        前連結会計年度 

              消費者用精密機器       カメラ、眼鏡製品 

              産業用精密機器      半導体関連機器、顕微鏡、測量機、測定機 等 

    2. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度119,312百万円であり、その主な 

     ものは、当社及び子会社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、繰 

     延税金資産等であります。前連結会計年度は84,123百万円であり、その主なものは、当社の余資運用資金 

     （現金預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金資産等であります。 

   3. 事業区分等の変更 

      事業の一貫責任体制及び分権経営体制を構築するためのカンパニー制導入に伴い、当連結グループのセグ 

      メンテーションを前連結会計年度までの「消費者用精密機器」「産業用精密機器」区分から、「精機事業」 

      「映像事業」「インストルメンツ事業」「その他事業」の区分へと変更するとともに、全社資産の範囲の 

      見直しを行いました。この変更は、企業集団全体の事業を再編成したこと及び利益管理単位を見直したこ 

      とにより、事業の位置付けと経営内容の変化の実態をより一層明確化するとともに継続的に表示するため 

      に行ったものです。 

      なお、前連結会計年度の新事業区分によるセグメント情報は次のとおりであります。 

      また、資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は109,341百万円であります。 

 

 前連結会計年度（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）                 （単位：百万円） 
 

  
精機事業 

 
映像事業 

インストルメンツ 
事  業 

その他 
事 業 

 
   計 

 消  去 
 又は全社 

 
  連 結 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 
 
    売   上   高 
 
     (1) 外部顧客に対する売上高 
 
     (2) セグメント間の内部売上高 
       又は振替高 

 
 
 
 
  166,218 
 
   6,041 

 
 
 
 
  135,095 
 
   2,152 

 
 
 
 
  49,460 
 
   1,443 

 
 
 
 
  21,026 
 
  10,215 

 
 
 
 
  371,800 
 
  19,852 

 
 
 
 
    － 
 
 (19,852) 

 
 
 
 
  371,800 
 
    － 

          計   172,260   137,247   50,904   31,241   391,653  (19,852)   371,800 

    営  業 費 用            163,112   129,503   50,087   30,367   373,071  (19,705)   353,366 

    営  業 利 益             9,147    7,743     817     873   18,581  (   147)   18,434 

 Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出        

    資       産   248,043   72,933   48,901   30,288   400,167   102,007   502,174 

    減 価 償 却 費   11,865    2,854    1,099    1,432   17,251      －   17,251 

 

    資 本 的 支 出    8,265    2,103     611    2,900   13,881      －   13,881 
 
 

   4. 当連結会計年度において、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」 

     （企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と 

     比較して、営業費用は精機事業においては854百万円、映像事業においては320百万円、インストルメンツ事 

       業においては195百万円減少し、営業利益はそれぞれ同額増加しております。その他事業に与える影響額は 

     軽微であります。 
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  (2) 所在地別セグメント情報 
 
 
  当連結会計年度（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）               （単位：百万円） 
 

  
  日 本 

 
  北 米 

 
  欧 州 

 
  アジア 

 
   計 

  消  去 
  又は全社 

 
  連 結 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 
 
    売   上   高 
 
     (1) 外部顧客に対する売上高 
 
     (2) セグメント間の内部売上高 
       又は振替高 

 
 
 
 
  251,354 
 
  172,853 

 
 
 
 
  143,225 
 
   1,064 

 
 
 
 
  77,532 
 
    111 

 
 
 
 
  11,844 
 
  13,162 

 
 
 
 
  483,956 
 
  187,192 

 
 
 
 
     － 
 
  (187,192) 

 
 
 
 
  483,956 
 
    － 

          計   424,208   144,289   77,643   25,006   671,148   (187,192)   483,956 

    営 業 費 用            369,468   136,282   73,230   21,114   600,095   (177,561)   422,533 

    営 業 利 益            54,739    8,007    4,413    3,892   71,052   (  9,630)   61,422 

 Ⅱ 資       産   425,394   89,514   37,241   12,344   564,494      28,958   593,453 

 
 
 
 
  前連結会計年度（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）               （単位：百万円） 
 

  
  日 本 

 
  北 米 

 
  欧 州 

 
  アジア 

 
   計 

  消  去 
  又は全社 

 
  連 結 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 
 
    売   上   高 
 
     (1) 外部顧客に対する売上高 
 
     (2) セグメント間の内部売上高 
       又は振替高 

 
 
 
 
  219,188 
 
  114,092 

 
 
 
 
  96,699 
 
    321 

 
 
 
 
  48,925 
 
    104 

 
 
 
 
   6,987 
 
   3,879 

 
 
 
 
  371,800 
 
  118,398 

 
 
 
 
       － 
 
  (118,398) 

 
 
 
 
  371,800 
 
    － 

          計   333,280   97,021   49,030   10,866   490,199   (118,398)   371,800 

    営 業 費 用            323,877   91,002   48,702    9,261   472,843   (119,476)   353,366 

    営 業 利 益             9,403    6,018     327    1,605   17,355       1,078   18,434 

 Ⅱ 資       産   357,750   58,157   29,249    8,848   454,005      48,169   502,174 
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 （注）1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。 

       (1) 北 米        米国、カナダ 

       (2) 欧 州        オランダ、ドイツ、イギリス 等 

       (3) アジア        韓国、台湾、タイ 等 

    3. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度119,312百万円であり、その主な 

      ものは、当社及び子会社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、繰 

      延税金資産等であります。前連結会計年度は84,123百万円であり、その主なものは、当社の余資運用資金 

      （現金預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金資産等であります。 

    4. 前連結会計年度の新事業区分に対応する所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 

      また、資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は109,341百万円であります。 

 

  前連結会計年度（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）             （単位：百万円） 
 

  
  日 本 

 
  北 米 

 
  欧 州 

 
  アジア 

 
   計 

  消  去 
  又は全社 

 
  連 結 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 
 
    売   上   高 
 
     (1) 外部顧客に対する売上高 
 
     (2) セグメント間の内部売上高 
       又は振替高 

 
 
 
 
  219,188 
 
  114,092 

 
 
 
 
  96,699 
 
    321 

 
 
 
 
  48,925 
 
    104 

 
 
 
 
   6,987 
 
   3,879 

 
 
 
 
  371,800 
 
  118,398 

 
 
 
 
       － 
 
  (118,398) 

 
 
 
 
  371,800 
 
    － 

          計   333,280   97,021   49,030   10,866   490,199   (118,398)   371,800 

    営 業 費 用            323,877   91,002   48,702    9,261   472,843   (119,476)   353,366 

    営 業 利 益             9,403    6,018     327    1,605   17,355       1,078   18,434 

 Ⅱ 資       産   346,126   50,257   25,080    7,321   428,786      73,388   502,174 

 
 

5. 当連結会計年度において、「追加情報」に記載のとおり、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計 

  基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、 

  従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業費用は1,382百万円減少し、営業利益は同額増加して 

  おります。その他のセグメントに与える影響はありません。 
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  (3) 海外売上高 

 

  当連結会計年度（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）          （単位：百万円） 
 

  
  北 米 

 
  欧 州 

 
  アジア 

  その他 
  の地域 

 
   計 

  Ⅰ 海 外 売 上 高   141,828     75,535    114,676    4,643    336,684 

  Ⅱ 連 結 売 上 高    483,956 

 

  Ⅲ 連結売上高に占める 

     海外売上高の割合 

     ％ 

   29.3 

     ％ 

   15.6 

     ％ 

    23.7 

     ％ 

   1.0 

        ％ 

   69.6 

 

 

 

 

 

  前連結会計年度（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）          （単位：百万円） 
 

  
  北 米 

 
  欧 州 

 
  アジア 

  その他 
  の地域 

 
   計 

  Ⅰ 海 外 売 上 高     95,557     52,001    95,194     4,436    247,190 

  Ⅱ 連 結 売 上 高    371,800 

 

  Ⅲ 連結売上高に占める 

     海外売上高の割合 

     ％ 

   25.7 

     ％ 

   14.0 

     ％ 

    25.6 

     ％ 

     1.2 

        ％ 

    66.5 

 

 

 

 （注）1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

       各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。 

        (1) 北 米           米国、カナダ 

        (2) 欧 州           オランダ、ドイツ、イギリス 等 

        (3)  アジア           韓国、台湾、シンガポール 等 

        (4) その他の地域     中南米、オセアニア、アフリカ 等 

     2. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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 ② リース取引 
 
 
 1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
                      当連結会計年度     前連結会計年度 
                      自 平成12年4月 1日       自 平成11年4月 1日 
                      至 平成13年3月31日       至 平成12年3月31日  
 
   ① 取 得 価 額 相 当 額      １8,２２０百万円    １5,０３７百万円 
 
     減価償却累計額相当額      １0,９８９百万円     7,７８８百万円 
 
     期 末 残 高 相 当 額       7,２３０百万円     7,２４８百万円 
 
   ② 未経過リース料期末残高相当額 
 
              １年内     3,０２２百万円      2,８１０百万円 
 
              １年超     4,２０７百万円      4,４３８百万円 

 
              合 計     7,２３０百万円     7,２４８百万円 
 
   ③ 支払リース料（減価償却費相当額） 3,４９２百万円     3,４７８百万円 
 
 
  ※ ・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に 
 
      よって算定しております。 
 
    ・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。 
 
 
 2. オペレーティング・リース取引 
 
     未 経 過 リ ー ス 料           
 
              １年内     1,００１百万円       ７３１百万円 
 
              １年超     1,６４４百万円      1,０３４百万円 

 
              合 計     2,６４５百万円     1,７６６百万円 
 
 
 
 
 

 ③ 関連当事者との取引 
 
 
        該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。                
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④ 税効果会計 

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                      当連結会計年度     前連結会計年度 

                      (平成13年3月31日現在)     (平成12年3月31日現在) 

   （繰延税金資産） 

     ・ た な 卸 資 産              １6,５８１百万円     4,６４９百万円 

     ・ 未 払 事 業 税               1,７３１百万円      １６２百万円 

     ・ 製 品 保 証 引 当 金               2,１２０百万円     1,２０９百万円 

     ・ 退 職 給 付 引 当 金               5,４３３百万円        －百万円 

     ・ 減 価 償 却 費               7,９２６百万円     6,１１８百万円 

     ・ そ の 他               8,４３４百万円     7,０１５百万円 

           繰 延 税 金 資 産 合 計              ４2,２２７百万円    １9,１５４百万円 

 

 

   （繰延税金負債） 

     ・ 買換資産圧縮積立金              △2,４６８百万円    △2,１４０百万円 

     ・ その他有価証券評価差額金  △3,４１４百万円        －百万円 

     ・ 子 会 社 留 保 利 益              △2,５４４百万円        －百万円 

     ・ そ の 他              △1,９７３百万円     △４９４百万円 

       繰 延 税 金 負 債 合 計             △１0,４０１百万円    △2,６３５百万円 

       繰延税金資産の純額              ３1,８２６百万円    １6,５１９百万円 

 

  （注）繰延税金資産の算定に当たり控除した評価性引当額は、当連結会計年度２,7６４百万 

     円、前連結会計年度３,4５１百万円であります。 

 

2. 当連結会計年度における法定実効税率（４2.０％）と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

  （２9.８％）との差異の原因となった主な項目は、前連結会計年度の未実現利益に対する繰 

  延税金資産の不計上（△１6.７％）、在外連結子会社の留保利益に対する繰延税金負債の計 

  上（８.5％）等であります。 
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⑤ 有価証券 
 
Ⅰ 当連結会計年度 
 
 1. その他有価証券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在） 
                                      （単位：百万円） 

 

      種        類   取得原価  連結貸借対照表 
  計 上 額 

  差  額 

  （連結貸借対照表計上額が 
        取得原価を超えるもの） 
    ① 株   式 
    ② 債券（満期保有目的以外） 
       国債・地方債等 
       その他債券 

 
 
   25,436 
 
      2 
     783 

 
 
    36,526 
 
       2 
      784 

 
 
   11,089 
 
      0 
      1 

         小   計    26,222     37,313    11,091 

  （連結貸借対照表計上額が 
        取得原価を超えないもの） 
    ① 株   式 
    ② 債券（満期保有目的以外） 
       国債・地方債等 
       その他債券 

 
 
   14,328 
 
     － 
     － 

 
 
    11,367 
 
      － 
      － 

 
 
  △ 2,961 
 
     － 
     － 

         小   計    14,328     11,367   △ 2,961 

 

       合       計    40,551     48,681     8,130 

 

 
 
 
 2. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成12年４月１日 至平成13年３月31日） 

                           （単位：百万円） 
 

   売 却 額   売却益の合計額   売却損の合計額  

          2,203            －          1,667 

 

 
 
 
 3. 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１３年３月３１日現在） 

     その他有価証券               （単位：百万円） 
 

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 
   貸付信託受益証券 

         4,483 
            50 

 

      合       計          4,533 

 

 
 
 
 4. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

                             （平成１３年３月３１日現在） 
                  （単位：百万円） 

 

  １年超５年以内 

   債   券 
    国債・地方債等 
    その他債券 

 
         2 
         2 

 

    合     計          4 
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Ⅱ 前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在） 
                            （単位：百万円） 

 

    種    類  連結貸借対照表 
  計 上 額 

  時    価   評価損益 

  流動資産に属するもの 

    株   式 

    債   券 

    そ の 他 

 

           1 

     1,283 

          － 

 

          3 

      1,323 

         － 

 

          1 

         39 

         － 

    小   計        1,285       1,326          41 

  固定資産に属するもの 

    株   式 

    債   券 

    そ の 他 

 

    45,471 

        － 

          47 

 

     60,673 

         － 

         47 

 

     15,201 

         － 

          0 

    小   計       45,519      60,721      15,201 

 

    合    計       46,804      62,047      15,242 

 

 
 

（注）1. 時価（時価相当額を含む）の算定方法 

     ① 上 場 有 価 証 券   主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

     ② 店頭売買有価証券  日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 

     ③ 非上場の証券投資  基準価格によっております。 

       信託の受益証券 

     ④ 非上場債券の時価又は時価相当額については、日本証券業協会が発表する公社債  

       店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価格等によって 

       おります。 

  2. 開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額 

    （流動資産）・残存償還期間１年以内の非上場内国債券       ９百万円 

          ・買現先の有価証券              8,８５９百万円 

    （固定資産）・店頭売買株式を除く非上場株式        9,０９１百万円 

          ・貸付信託受益証券                ５０百万円 

          ・非上場の外国債券                 ４百万円 
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⑥ デリバティブ取引 
 
通貨関連  

（単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成 13 年 3 月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成 12 年 3 月３１日現在） 

契約額等  契約額等  

区 

分 

種  類 

 うち１年超 
時価  

評価損益 

（△は損）  うち１年超 
時価  

評価損益 

（△は損） 

為替予約取引         

売 建         

円 2,000 － 1,754 245 － － － － 

米ドル 1,176 － 1,225 △49 5,252 － 5,182 70 

ユーロ 6,247 － 6,816 △568 6,015 － 5,749 266 

英ポンド 663 － 677 △13 － － － － 

         

買 建         

円 21,793 － 18,125 △3,667 15,732 444 16,415 682 

米ドル 156 － 161 5 － － － － 

ユーロ 3,327 － 3,378 50 3,690 － 3,525 △165 

独マルク 1,926 － 1,914 △12 － － － － 

英ポンド 828 － 856 28 － － － － 

         

通貨オプション取引         

売建コール         

米ドル － －   1,073 －   

 (－) (－) － － (23) (－） 15 8 

買建プット         

米ドル － －   1,035 －   

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

 (－) (－) － － (23) (－) 19 △4 

合   計 － － － △3,981 － － － 857 

（注） 

当連結会計年度 
（平成 13 年 3 月３１日現在） 

 
 

前連結会計年度 
（平成 12 年 3 月３１日現在） 

1. 時価の算定方法  1. 時価の算定方法 
(1)為替予約取引 

為替相場については、先物相場を使用して
おります。 

 
 

(1)為替予約取引 
同 左 

(2)通貨オプション取引 
取引先金融機関等から提示された価格等
に基づき算定しております。 

2. ヘッジ会計が適用されているものについて
は、記載対象から除いております。 

 
 
 
 
 
 

2. 外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付さ
れていることにより、決済時における円貨額
が確定している外貨建金銭債権債務等で、連
結貸借対照表に当該円貨額で表示されている
ものについては、開示の対象から除いており
ます。 

  3. 通貨オプション取引については、契約額の下
にオプション料を（ ）書きで記載しており
ます。 
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金利関連  

（単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成 13 年 3 月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成 12 年 3 月３１日現在） 

契約額等  契約額等  

区 

分 

種  類 

 うち１年超 
時価  

評価損益 

（△は損）  うち１年超 
時価  

評価損益 

（△は損） 

        

         

金利スワｯプ取引         

         

受取固定・支払変動 30,000 20,000 1,384 1,384 40,000 30,000 1,489 1,489 

         

支払固定・受取変動 20,000 20,000 △876 △876 20,000 10,000 △459 △459 

         

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

         

合   計 50,000 40,000 508 508 60,000 40,000 1,029 1,029 

（注） 

当連結会計年度 
（平成 13 年 3 月３１日現在） 

 
 

前連結会計年度 
（平成 12 年 3 月３１日現在） 

1. スワップ取引に係る契約額等の欄の金額

は想定元本であり、この金額自体がデリバ

ティブ取引に係る市場リスク量又は信用

リスク量を示すものではありません。 

 1. 同 左 

2. 時価の算定方法は、取引先金融機関等から

提示された価格等に基づき算定しており

ます。 

 
 
 

2. 同 左 

3. ヘッジ会計が適用されているものについ

ては、記載対象から除いております。 
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⑦ 退職給付 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、従業員の退職などに際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、一部の在外連結子会社は、確定給付型制度の他、確定拠出型制度を設けております。 

 

２．退職給付債務に関する事項（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

イ. 退職給付債務 △９５,９８７ 

ロ. 年金資産 ６３,９４１ 

ハ. 未積立退職給付債務 △３２,０４６ 

ニ. 会計基準変更時差異の未処理額 ９,７４３ 

ホ. 未認識数理計算上の差異 １２,２７９ 

ヘ. 退職給付引当金 △１０,０２３ 

(注)一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項（自平成 12 年４月１日 至平成 13 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

イ. 勤務費用 ４,４９１ 

ロ. 利息費用  ３,１９０ 

ハ. 期待運用収益 △２,４７６ 

ニ. 会計基準変更時差異の費用処理額 １６,４５９ 

ホ. 退職給付費用 ２１,６６４ 

(注)１．上記退職給付費用以外に、当社及び国内連結子会社において割増退職金として９６３百万円を 

計上しております。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ. 勤務費用」に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ. 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ. 割引率 主として３.０％ 

ハ. 期待運用収益率 主として４.０％ 

ニ. 数理計算上の差異の処理年数 主として１０年 

ホ. 会計基準変更時差異の処理年数 ２年 
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       ５．生産、受注及び販売の状況 
 
 
 
 （１） 生産実績 
                                  （単位：百万円） 

 

 
        事 業 区 分 

当連結会計年度 
  自 平成12年４月１日 
  至 平成13年３月31日 

前連結会計年度 
  自 平成11年４月１日 
  至 平成12年３月31日 

 

   精 機 事 業            

 

   映 像 事 業            

 

   インストルメンツ事業            

 

   そ の 他 事 業            

 

     ２６4,１１１ 

 

     １３4,２６６ 

 

      ３7,２０７ 

 

      １5,９８５ 

 

     １６9,６０１ 

 

     １１5,７９７ 

 

      ２7,７５７ 

 

      １9,８８３ 

 

合     計   ４５1,５７０   ３３3,０３９ 

 
 
 
 
 
 （２） 受注状況 
 
 
     当社は主として見込生産を行っております。 
 
 
 
 
 （３） 販売実績 
                                  （単位：百万円） 

 

 
        事 業 区 分 

当連結会計年度 
  自 平成12年４月１日 
  至 平成13年３月31日 

前連結会計年度 
  自 平成11年４月１日 
  至 平成12年３月31日 

 

   精 機 事 業            

 

   映 像 事 業            

 

   インストルメンツ事業            

 

   そ の 他 事 業            

 

     ２３0,５６５ 

 

     １７6,２１９ 

 

      ５7,７９２ 

 

      １9,３７９ 

 

     １６6,２１８ 

 

     １３5,０９５ 

 

      ４9,４６０ 

 

      ２1,０２６ 

 

合     計   ４８3,９５６   ３７1,８００ 
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  平成１３年３月期 個別財務諸表の概要           平成１３年５月２１日 

 

  上 場 会 社 名           株式会社 ニ コ ン          上場取引所    東証・大証 

  コ ー ド 番 号           ７７３１                       本社所在都道府県   東京都 

  問 合 せ 先           責任者役職名  コーポレートセンター広報部ゼネラルマネジャー 

             氏    名  松  岡  憲  夫        ＴＥＬ (03)3216－ 1032 

  決算取締役会開催日  平成１３年５月２１日 
                                         中間配当制度の有無  有 
  定時株主総会開催日  平成１３年６月２８日 
 
 
 1. １３年３月期の業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
 
  (1) 経 営 成 績       
                                （注）百万円単位の表示金額は、百万円未満を切捨てています。 
 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
 １３年３月期 
 １２年３月期 

       百万円     ％ 
   ３９1,３２０    ２6.８ 
   ３０8,６０４    ２2.２ 

      百万円     ％ 
   ４3,０２１   ５１2.７ 
    7,０２１      － 

      百万円        ％ 
   ３2,８８６   ４０2.７ 
    6,５４１      － 

 
 

     当 期 純 利 益          １株当たり 
  当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

 株 主 資 本       
 当期純利益率 

 総 資 本 
 経常利益率 

 売 上 高 
 経常利益率 

 
 １３年３月期 
 １２年３月期 

     百万円    ％ 
  １1,８０４  １５2.７ 
   4,６７１     － 

     円 銭 
   31 91 
   12 63 

   円  銭 
    － 
    － 

      ％ 
    7.５ 
    3.２ 

     ％ 
     7.６ 
    1.７ 

     ％ 
   8.４ 
   2.１ 

 
   （注）① 期中平均株式数     １３年３月期   369,927,584株  １２年３月期   369,927,584株 
      ② 会計処理の方法の変更  無 
      ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
   (2) 配 当 状 況       
 

    １株当たり年間配当金               

 中  間 期  末 

    配当金総額 

   ( 年 間 ) 

 
  配当性向 

 
 株主資本配当率 

 
 １３年３月期 
 １２年３月期 

   円  銭 
  ８ ００ 
  ５ ００ 

   円   銭 
  ４ ００ 
  ２ ５０ 

    円   銭 
  ４ ００ 
  ２ ５０ 

      百万円 
    2,９５９ 
    1,８４９ 

     ％ 
  ２5.１ 
  ３9.６ 

          ％ 
    1.８ 
    1.２ 

 
 
  (3) 財 政 状 態       
 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
 １３年３月期 
 １２年３月期 

             百万円 
    ４６9,０２５ 
    ３９1,４７０ 

        百万円 
    １６3,６１８ 
    １４9,５８８ 

        ％ 
     ３4.９ 
     ３8.２ 

        円  銭 
    ４４２ ３０ 
    ４０４ ３７ 

 
   （注）期末発行済株式数  １３年３月期  369,927,584株  １２年３月期   369,927,584株 
 
 
 2. １４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
 

    １株当たり年間配当金               
 
   売 上 高 

 
  経常利益      

 
  当期純利益 

中  間 期  末  

 

       百万円      百万円      百万円     円   銭     円   銭     円   銭 

 

 中間期 １９0,０００   8,０００   2,０００ ４ ００ － －  

    通 期   ３９0,０００   １6,０００    6,０００     －   ４ ００   ８ ００  
 
   （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１６円２２銭 
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                 個 別 財 務 諸 表 等                   
 
 （１） 貸借対照表   
                                            （単位：百万円） 

 

    当    期 
 （平成13年３月31日現在） 

    前    期 
 （平成12年３月31日現在） 

         期  別 
 
 
  科  目    金   額  構成比    金   額  構成比 

 
  増   減 
 
  （△は減少） 

 
 
 
  ３０7,７１６ 

   ％ 
 
 
  65.6 

 
 
 
  ２４1,６６７ 

   ％ 
 
 
  61.7 

 
 
 
  ６6,０４９ 

   １5,６９２ 
   ３7,１００ 
   ９3,５３５ 
       － 
       ０ 
   ３6,１３５ 
     ４０８ 
      ８０ 
   ９7,２０１ 
    2,８４２ 
    9,６５３ 
    8,８５６ 
    5,１８０ 
    1,３８３ 
    △３５４ 
 
  １６1,３０８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  34.4 

    8,６４９ 
    1,４７１ 
   ８9,６４０ 
     5,００９ 
       ２５ 
   ３2,３９０ 
     １２９ 
      ６６ 
   ７5,５２４ 
    2,７５６ 
    8,６６８ 
    １9,１０３ 
     4,９００ 
      ９３７ 
   △7,６０７ 
 
  １４9,８０３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  38.3 

   7,０４２ 
  ３5,６２９ 
   3,８９５ 
  △5,００９ 
    △２４ 
   3,７４４ 
    ２７９ 
     １３ 
  ２1,６７６ 
     ８６ 
    ９８５ 
 △１0,２４７ 
    ２７９ 
    ４４５ 
   7,２５３ 
 
  １1,５０５ 

   ６4,９５９    ６0,６５４    4,３０５ 

   １9,８２１ 
    1,１２８ 
   １7,６２３ 
      ７２ 
    6,２１８ 
   １0,３７４ 
    9,７１９ 
 
    6,３４６ 

   ２0,３７６ 
    1,１８５ 
   １7,７６７ 
      ６２ 
    6,６３４ 
    8,９２１ 
    5,７０８ 
 
    5,８３３ 

   △５５４ 
    △５６ 
   △１４３ 
     １０ 
   △４１６ 
   1,４５３ 
   4,０１０ 
 
    ５１３ 

    1,９５３ 
      ７７ 
     １６６ 
    3,９８０ 
     １６９ 
 
   ９0,００１ 

     ４７５ 
      ９８ 
       ４ 
    5,０８３ 
     １７１ 
 
   ８3,３１５ 

   1,４７７ 
    △２０ 
    １６１ 
  △1,１０３ 
     △１ 
 
   6,６８６ 

 
    〔 資 産 の 部 〕         
 
  流 動 資 産         
 
    現 金 及 び 預 金          
    受 取 手 形          
    売 掛 金          
    有 価 証 券          
    自 己 株 式          
    製 品          
    半 製 品          
    原 材 料          
    仕 掛 品          
    貯 蔵 品          
    繰 延 税 金 資 産          
    関係会社短期貸付金 
    未 収 入 金          
    そ の 他          
    貸 倒 引 当 金          
 
  固 定 資 産         
 
   有 形 固 定 資 産         
 
    建 物          
    構 築 物          
    機 械 装 置          
    車 輛 運 搬 具          
    工 具 器 具 備 品          
    土 地          
    建 設 仮 勘 定          
 
   無 形 固 定 資 産         
 
    特 許 権          
    借 地 権          
    商 標 権          
    ソ フ ト ウ ェ ア          
    施設利用権その他 
 
   投資その他の資産 
 
    投 資 有 価 証 券          
    関 係 会 社 株 式          
    出 資 金          
    関 係 会 社 出 資 金          
    従業員長期貸付金 
    関係会社長期貸付金 
    長 期 前 払 費 用          
    繰 延 税 金 資 産          
    敷 金 そ の 他          
    貸 倒 引 当 金          

   ５2,２３２ 
   ２2,６８３ 
       ６ 
    2,６３９ 
     １２４ 
    1,０１２ 
     ６７０ 
    6,３７９ 
    4,３３０ 
     △７７ 

  13.8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   1.4 
 
 
 
 
 
 
 
  19.2 

   ４9,２３９ 
   ２3,２０３ 
       ６ 
    1,３１３ 
     １３４ 
    1,２７３ 
     ４７０ 
    4,１０７ 
    3,５６６ 
       － 

  15.5 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  1.5 
 
 
 
 
 
 
 
  21.3 

   2,９９２ 
   △５２０ 
      － 
   1,３２５ 
    △１０ 
   △２６１ 
    ２００ 
   2,２７２ 
    ７６４ 
    △７７ 

 

    資 産 合 計          ４６9,０２５  100.0   ３９1,４７０  100.0   ７7,５５４ 
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                                            （単位：百万円） 

 

    当    期 
 （平成13年３月31日現在） 

    前    期 
 （平成12年３月31日現在） 

         期  別 
 
 
  科  目    金   額  構成比    金   額  構成比 

 
  増   減 
 
  （△は減少） 

 
 
 
  ２３0,７３７ 

   ％ 
 
 
  49.2 

 
 
 
  １５4,１６７ 

   ％ 
 
 
  39.4 

 
 
 
  ７6,５７０ 

    1,３３８ 
   ８8,５２１ 
   ３1,８５０ 
    1,９１４ 
 
   ３2,０００ 
   ２0,０００ 
 
    5,９２１ 
   １3,３７０ 
   １6,７８０ 
    5,３０６ 
   １0,０３９ 
    2,６５３ 
     １８５ 
     ８５５ 
 
   ７4,６６８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  15.9 

    1,２９２ 
   ６9,０２９ 
   ３6,２３０ 
    1,７４２ 
 
   １4,０００ 
   １0,０００ 
 
    3,１７９ 
     １８２ 
   １3,０４２ 
    2,０１６ 
    1,２２６ 
    2,００８ 
     １６１ 
      ５３ 
 
   ８7,７１４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  22.4 

     ４５ 
  １9,４９１ 
  △4,３８０ 
    １７２ 
 
  １8,０００ 
  １0,０００ 
 
   2,７４２ 
  １3,１８８ 
   3,７３７ 
   3,２８９ 
   8,８１３ 
    ６４５ 
     ２３ 
    ８０２ 
 
 △１3,０４５ 

 
    〔 負 債 の 部 〕         
 
  流 動 負 債         
 
    支 払 手 形          
    買 掛 金          
    短 期 借 入 金          
    一年内に返済期日の 
    到来する長期借入金 
    コマーシャルペーパー 
    一年内に償還期日の 
    到 来 す る 社 債          
    未 払 設 備 工 事 代          
    未 払 法 人 税 等          
    未 払 費 用          
    前 受 金          
    預 り 金          
    製 品 保 証 引 当 金          
    設備工事代支払手形 
    そ の 他          
 
  固 定 負 債         
 
    社 債          
    長 期 借 入 金          
    退 職 給 付 引 当 金          
    そ の 他          

   ６0,０００ 
    6,６３７ 
    7,１５４ 
     ８７６ 

    ８0,０００ 
    7,７１４ 
       － 
       － 

  △２0,０００ 
  △1,０７６ 
   7,１５４ 
    ８７６ 

    負 債 合 計          ３０5,４０６   65.1   ２４1,８８１   61.8   ６3,５２５ 

 

      〔 資 本 の 部 〕         

 

  資 本 金         

  資 本 準 備 金         

  利 益 準 備 金         

  その他の剰余金 

   任 意 積 立 金          

    研 究 積 立 金          

    退 職 慰 労 積 立 金          

    海外投資等損失準備金 

    特 別 償 却 準 備 金          

    買換資産圧縮積立金 

    圧縮未決算積立金 

    別 途 積 立 金          

   当 期 未 処 分 利 益          

  その他有価証券評価差額金 

 

 

 

   ３6,６６０ 

   ５1,９０９ 

    5,４１２ 

   ６4,９７５ 

   ５0,９１３ 

    2,０５６ 

     ６６９ 

       １ 

      １９ 

    2,７６０ 

     １９５ 

   ４5,２１１ 

   １4,０６１ 

    4,６６０ 

 

 

 

  7.8 

  11.1 

  1.2 

  13.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   1.0 

 

 

 

   ３6,６６０ 

   ５1,９０９ 

    5,１６８ 

   ５5,８５０ 

   ５0,８２５ 

    2,０５６ 

     ６６９ 

       ２ 

      ２３ 

    2,８６３ 

       － 

   ４5,２１１ 

    5,０２４ 

       － 

 

 

 

  9.4 

  13.3 

  1.3 

  14.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  － 

 

 

 

      － 

      － 

    ２４３ 

   9,１２５ 

     ８８ 

      － 

      － 

     △０ 

     △３ 

   △１０２ 

    １９５ 

      － 

   9,０３７ 

   4,６６０ 

    資 本 合 計          １６3,６１８   34.9   １４9,５８８   38.2   １4,０２９ 

 

    負債及び資本合計   ４６9,０２５  100.0   ３９1,４７０  100.0   ７7,５５４ 
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  （２） 損益計算書 
                                        （単位：百万円） 
 

   当    期 
  自  平 成 1 2 年 4 月  1 日         
  至  平 成 1 3 年 3 月 3 1 日         

   前    期 
  自  平 成 1 1 年 4 月  1 日         
  至  平 成 1 2 年 3 月 3 1 日         

 
            期  別 
 
   科  目 

  金  額  百分比   金  額  百分比 

 
  増  減 
 
 （△は減少） 

 
   391,320 
   280,664 

   ％ 
 100.0 
  71.7 

 
   308,604 
   239,983 

   ％ 
 100.0 
  77.8 

 
   82,715 
   40,680 

   110,656 
 
   67,635 

  28.3 
 
  17.3 

   68,621 
 
   61,599 

  22.2 
 
  20.0 

   42,035 
 
    6,035 

   43,021 
 
    7,575 

    7,021 
 
    8,390 

   35,999 
 
   △ 814 

     201 
    2,220 
     947 
     886 
     648 
     － 
    2,670 
 
   17,710 

     250 
    1,334 
      － 
     913 
     989 
    2,004 
    2,898 
 
    8,870 

    △48 
     885 
     947 
    △27 
   △ 341 
  △ 2,004 
   △ 227 
 
    8,840 

     440 
     － 
    2,600 
    2,260 
    9,355 
     719 
     － 
    2,333 

  11.0 
 
  1.9 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   4.5 

     － 
    1,558 
    2,286 
    1,693 
    1,909 
     751 
     58 
     613 

  2.3 
 
  2.7 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  2.9 

      440 
  △ 1,558 
     314 
     566 
    7,446 
    △31 
    △58 
    1,720 

   32,886 
 
    6,260 

    6,541 
 
    3,181 

   26,344 
 
    3,078 

    4,536 
    1,724 
     － 
     － 
 
   19,154 

     482 
     － 
     699 
    2,000 
 
    1,535 

    4,053 
    1,724 
   △ 699 
  △ 2,000 
 
   17,619 

     750 
     85 
    1,667 
     159 
     258 
     329 
   15,764 
     77 
     59 

  8.4 
 
  1.6 
 
 
 
 
 
 
  4.9 

     645 
     135 
     144 
     609 
     － 
     － 
     － 
     － 
     － 

  2.1 
 
  1.0 
 
 
 
 
 
 
  0.5 

     104 
    △49 
    1,523 
   △ 449 
     258 
     329 
   15,764 
     77 
     59 

    19,992 
 
   14,820 
  △ 6,632 

  5.1 
 
  3.8 
 △1.7 

    8,188 
 
     510 
    3,007 

  2.7 
 
  0.2 
  1.0 

   11,803 
 
   14,310 
  △ 9,639 

 

 
   売 上 高           
   売 上 原 価           
 
        売 上 総 利 益         
 
   販売費及び一般管理費 
 
        営 業 利 益         
 
   営 業 外 収 益           
 
     受 取 利 息           
     受 取 配 当 金           
     金 利 ス ワ ッ プ 利 益           
     貸 与 資 産 賃 貸 料           
     為 替 差 益           
     有 価 証 券 売 却 益           
     その他の営業外収益 
 
   営 業 外 費 用           
 
     支 払 利 息           
     支払利息及び割引料 
     社 債 利 息           
     製 品 等 評 価 減           
     製 品 等 解 体 処 分 損           
     貸 与 資 産 諸 経 費           
     社 債 発 行 費           
     その他の営業外費用 
 
        経 常 利 益         
 
   特 別 利 益           
 
     固 定 資 産 売 却 益           
     退職給付信託設定益 
     関係会社株式売却益 
     営 業 権 譲 渡 益           
 
   特 別 損 失           
 
     固 定 資 産 除 却 損           
     固 定 資 産 売 却 損           
     投資有価証券売却損 
     関係会社株式売却損 
     投資有価証券評価損 
     関係会社株式評価損 
     退職給付引当金繰入額 
     貸 倒 引 当 金 繰 入 額           
     ゴルフ会員権評価損 
 
        税引前当期純利益 
 
   法人税、住民税及び事業税 
   法 人 税 等 調 整 額           
 
        当 期 純 利 益         
 
   前 期 繰 越 利 益           
   中 間 配 当 額           
   中間配当に伴う利益準備金積立額 
   当 期 未 処 分 利 益           

   11,804 
 
    3,885 
    1,479 
     147 
   14,061 

  3.0     4,671 
 
    1,370 
      924 
     92 
    5,024 

  1.5     7,132 
 
    2,515 
     554 
     55 
    9,037 
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（３） 利益処分案 

                                       （単位：百万円） 
 

             期  別 

 

   科  目 

   当   期 

    自 平成12年4月 1日 

    至 平成13年3月31日 

   前   期 

    自 平成11年4月 1日 

    至 平成12年3月31日 

  増  減 

 

 （△は減少） 

 
   当 期 未 処 分 利 益               

 

   海外投資等損失準備金取崩額 

 
   特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額               

 

   買換資産圧縮積立金取崩額               
 

   圧 縮 未 決 算 積 立 金 取 崩 額               

 
    １4,０６１ 

 

        １ 

 
        ３ 

 

       ９７ 
 

      １９５ 

 
     5,０２４ 

 

        ０ 

 
        ３ 

 

      １０２ 
 

        － 

 
  9,０３７ 

 

     ０ 

 
     － 

 

    △４ 
 

   １９５ 

 
         合            計 

 
    １4,３６０ 

 
     5,１３１ 

 
  9,２２８ 

 

    こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。                              

 

   利 益 準 備 金               

 
   配 当 金               

 

    （１株につき）         

 
   役 員 賞 与 金               

 

    （ う ち 監 査 役 分 ）           
 

   買 換 資 産 圧 縮 積 立 金               

 
   圧 縮 未 決 算 積 立 金               

 

      １５３ 

 
     1,４７９ 

 

      （４円） 

 
       ５０ 

 

        ( ５） 
 

      ７４５ 

 
     1,５２２ 

 

       ９６ 

 
      ９２４ 

 

    （２円50銭） 

 
       ３０ 

 

        （ ３） 
 

        － 

 
      １９５ 

 

    ５７ 

 
   ５５４ 

 

 

 
    ２０ 

 

    （ ２） 
 

   ７４５ 

 
  1,３２６ 

 
      合           計 

 
     3,９５０ 

 
     1,２４６ 

 
  2,７０４ 

 

 

   次 期 繰 越 利 益               

 

    １0,４１０ 

 

     3,８８５ 

 

  6,５２４ 

 
 

（注）1. 平成12年12月11日に１,4７９百万円（１株につき４円）の中間配当を実施いたしました。 

   2. 海外投資等損失準備金、特別償却準備金、買換資産圧縮積立金及び圧縮未決算積立金は、 

     租税特別措置法の規定に基づくものであります。 
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（４） 重要な会計方針 

 

1.  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   仕掛品については個別法による原価法、その他は総平均法による原価法によっております。 

 

2.  有価証券の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的の債券 

    償却原価法によっております。 

  ② 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法によっております。 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており 

      ます） 

     時価のないものについては、移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

3.  デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法によっております。 

 

4.  固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産        

     建物（建物附属設備を除く）については定額法、建物以外については定率法を採用して 

     おります。 

 ② 無形固定資産        

     定額法を採用しております。 

 

5.  引当金の計上基準 

 ① 貸 倒 引 当 金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 

    念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討することにより、回収不能見込 

    額を計上しております。 

 ② 製品保証引当金 

    一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に対する修理費に充てるため、売上高基準 

    により計上しております。 
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 ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

     基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異（２4,８１７百万円）については、 

     当社保有株式による退職給付信託（6,７１１百万円）に対応する分を一括費用処理し、  

    その残額は２年による按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異は、発 

    生した期の翌期から１０年（平均残存勤務期間以内の一定の年数）による定額法により 

     費用処理することとしております。 

 

6.  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし 

    て処理しております。 

 

7. リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

    については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

8.  ヘッジ会計の方法 

    ① ヘッジ会計の方法        繰延ヘッジ処理によっております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

        ヘ ッ ジ 手 段       為替予約、通貨オプション 

        ヘ ッ ジ 対 象       外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

  ③ ヘ ッ ジ 方 針 

     デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッ 

     ジ対象に係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

 ④ ヘッジ有効性の評価方法 

     ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の 

    累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しており 

    ます。 

 

9.  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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 《 追 加 情 報 》        

  ( 退職給付会計 ) 

    当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」  

    （企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の 

     方法によった場合と比較して、退職給付費用が１3,８６６百万円増加し、経常利益は 

     １,5１７百万円増加し、税引前当期純利益は退職給付信託設定益（1,７２４百万円）を 

    含め１2,５２３百万円減少しております。 

  ( 金融商品会計 ) 

    当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」 

    （企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券及びデリバティブの 

    評価の方法、輸出手形割引料等の会計処理について変更しております。この結果、従来 

    の方法によった場合と比較して、経常利益は２４１百万円増加し、税引前当期純利益は 

    １０４百万円増加しております。 

  ( 外貨建取引等会計基準 ) 

    当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関 

    する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。 

    この変更による損益への影響は軽微であります。 
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 ＜注記事項＞ 
 
 
（貸借対照表関係）           
                          当  期        前  期 
                       (平成13年3月31日現在)      (平成12年3月31日現在)  
 
 1. 有形固定資産の減価償却累計額    １２4,１４４百万円   １２1,６２９百万円 
 
 
 2. 保 証 債 務          ２7,９６８百万円    ２9,７９６百万円 
 
 
 3. 輸 出 手 形 割 引 高           9,８１９百万円    ２7,７６０百万円 
 
 
 4. 担 保 資 産 
 
     ・ 有 価 証 券          －百万円        ９百万円 
 
     ・ 投 資 有 価 証 券       8,９７９百万円    １0,５８４百万円 
 
 
 5. 当期において特定の現物出資による子会社設立を行い、関係会社出資金の出資額は直接圧 
 

縮する方法により処理しております。当該圧縮損７,5１９百万円は、当該出資に伴い生じ 
 

   た株式譲渡益相当額と相殺処理しております。 
 
 
 6. 期末日満期手形の会計処理 
 
    期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 
 
    なお、当期の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が期末残高に含まれて 
 
    おります。 
 
     ・ 受 取 手 形         ７３百万円 
 
 
 
 
 

 （損益計算書関係）           
                          当  期        前  期 
                       自 平成12年4月 1日       自 平成11年4月 1日 
   研究開発費の総額            至 平成13年3月31日       至 平成12年3月31日  
 
     一般管理費に含まれる研究開発費  ２2,４８７百万円    １7,２９７百万円 
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 ① リース取引 
 
 
 1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
                        当 期         前 期 
  「機械装置及び工具器具備品等」 
 
   ① 取 得 価 額 相 当 額     １0,６７７百万円    １0,５９６百万円 
 
     減価償却累計額相当額      6,０５３百万円     5,２５６百万円 
 
     期 末 残 高 相 当 額      4,６２４百万円     5,３４０百万円 
 
   ② 未経過リース料期末残高相当額 
 
              １年内     1,９５３百万円      2,０５６百万円 
 
              １年超     2,６７０百万円      3,２８４百万円 

 
              合 計     4,６２４百万円     5,３４０百万円 
 
   ③ 支払リース料（減価償却費相当額） 2,２１５百万円     2,１９４百万円 
 
 
  ※ ・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に 
 
      よって算定しております。 
 
    ・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。 
 
 
 2. オペレーティング・リース取引 
 
     未 経 過 リ ー ス 料                   当 期         前 期 
 
              １年内      ３５０百万円       ５２５百万円 
 
              １年超        －百万円       ３５０百万円 

 
              合 計      ３５０百万円      ８７５百万円 
 
 
 
 
 
 

 

  ② 有価証券（子会社及び関連会社株式） 
 
 
    子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
                貸借対照表計上額    時 価      差 額 
 

      子 会 社 株 式              －百万円     －百万円     －百万円 
 
     関 連 会 社 株 式            ６６４百万円   ８１４百万円   １５０百万円 
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 ③ 税効果会計 
 
 
    繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
    （繰延税金資産）             当 期         前 期 
 
      ・ た な 卸 資 産     4,８８７百万円     4,００７百万円 
 
      ・ 貸 倒 引 当 金        －百万円     2,９２９百万円 
 
      ・ 減 価 償 却 費     7,８０８百万円     6,０４９百万円 
 
      ・ 退 職 給 付 引 当 金     5,１０８百万円        －百万円 
 
      ・ そ の 他     5,１８５百万円     1,９４４百万円 

 
        繰 延 税 金 資 産 合 計    ２2,９８９百万円    １4,９３１百万円 
 
    （繰延税金負債） 
 
      ・ その他有価証券評価差額金  △3,３７４百万円        －百万円 
 
      ・ 買換資産圧縮積立金    △2,４６８百万円    △1,９９９百万円 
 
      ・ そ の 他    △1,１１３百万円     △１５７百万円 

 
        繰 延 税 金 負 債 合 計    △6,９５６百万円    △2,１５６百万円 

 
        繰延税金資産の純額    １6,０３２百万円    １2,７７５百万円 
 
 
 
 
 
 
 

 重要な後発事象 
 
 
   平成１３年２月２３日開催の取締役会において、社債償還資金、設備資金、長期運転資金 
 
   等に充当するための無担保社債（発行総額２００億円以下）発行に関する包括決議を行い 
 

ました。これに基づき、平成１３年４月４日に総額１００億円の第１１回無担保社債を発 
 

   行いたしました。 
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               部 門 別 売 上 高                
 
                                       単位：百万円 
                                      (  )内は構成比率 

 

 
   部        門 

    当   期 
   自  平 成 1 2 年 4 月  1 日         
   至  平 成 1 3 年 3 月 3 1 日         

    前   期 
   自  平 成 1 1 年 4 月  1 日         
   至  平 成 1 2 年 3 月 3 1 日         

 
  前 期 比       

 
   精 機 事 業        

 
    ２２2,５８７ 
 
    （  56.9 % ) 

 
    １５5,３６１ 
 
    （  50.3 % ) 

 
  １４3.３ ％ 

 
   映 像 事 業        

 
    １２3,６９９ 
 
    （  31.6 % ) 

 
    １０4,８９４ 
 
    （  34.0 % ) 

 
  １１7.９ ％ 

 
インストルメンツ事業 

 
     ３5,２３３ 
 
    （  9.0 % ) 

 
     ３3,６５５ 
 
    （ 10.9 % ) 

 
  １０4.７ ％ 

 
   そ の 他 事 業        

 
      9,７９９ 
 
    （  2.5 % ) 

 
     １4,６９２ 
 
    （  4.8 % ) 

 
   ６6.７ ％ 

 
      計 

 
    ３９1,３２０ 
 
    （ 100.0 % ) 

 
    ３０8,６０４ 
 
    （ 100.0 % ) 

 
  １２6.８ ％ 

 
   国    内 

 
    １２0,９１７ 
 
    （ 30.9 % ) 

 
    １０1,８９４ 
 
    （ 33.0 % ) 

 
  １１8.７ ％ 

 

 
   輸    出 

 
    ２７0,４０２ 
 
    （ 69.1 % ) 

 
    ２０6,７０９ 
 
    （ 67.0 % ) 

 
  １３0.８ ％ 

 

 
 
 （注）当期より、カンパニー制に即した表示とするため、精機、映像及びインストルメンツの 
 
    各カンパニーを主体とした「４部門」の区分に変更いたしました。 
 
 
 
 
 
 
             役 員 の 異 動               
 

 
 
     平 成 １ ３ 年 ５ 月 ８ 日 発 表 の と お り で あ り ま す 。                               
 

 
 




